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１ プロポーザルの目的 

 

 この要領は、大仙市（以下「市」という。）が実施する放課後児童健全育成事業（以

下、「児童クラブ」という。）の運営管理業務について、実績のある事業者から最新の

知識と技術、さらに豊富な経験に基づく企画の提案を受けることが可能な公募型プロ

ボーザル方式により、児童クラブの意義や役割を理解し、より充実したサービスを提

供するとともに、児童の健全な育成を図ることができる事業者の選定を行う。 

 

２ 業務概要 

（１）業務の名称   「大仙市放課後児童健全育成事業運営業務委託」とする。 

（２）業務の内容   放課後児童クラブの運営業務等 

（詳細については業務委託仕様書のとおり） 

（３）履行場所    大仙市放課後児童クラブ２３施設３１支援とする 

          （詳細については、別紙１ 委託先放課後児童クラブ一覧のと

おり）。 

（４）履行期間等   契約締結日の翌日から令和８年３月３１日までとする。 

           ただし、令和５年４月１日から業務が開始できるよう、事務

引継ぎ等、準備を進めること。なお、契約締結日から令和５

年３月３１日までは準備期間とし、その間の費用は発生しな

いものとする。 

（５）提案見積限度額 令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの期間 

        

上限額   ９０６,６９１千円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

    （各年度の上限額内訳） 

        令和５年度 ２９５,５９９千円（消費税及び地方消費税を含む） 

        令和６年度 ３０２,７４２千円（消費税及び地方消費税を含む） 

        令和７年度 ３０８,３５０千円（消費税及び地方消費税を含む） 

         

     ※１ 本業務は社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条第3項第2号に規定

する第二種社会福祉事業であり、消費税法（昭和63年法律第108号）

第6条第1項に規定する消費税非課税事業に該当する。ただし、需用

費、賄材料費、役務費、賃借料等の経費については、消費税及び地

方消費税を含んだもので見積もりすること。 

     ※２ この金額を超える金額で提案した場合は失格とする。また、この金額

は、契約金額等を示すものではない。 
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３ 事務局（担当部局） 大仙市 健康福祉部 子ども支援課   

〒０１４－８６０１ 秋田県大仙市大曲花園町１－１ 

            TEL    ０１８７－６３－１１１１ 

                    FAX    ０１８７－６３－８８１１ 

                    E-mail  zidoukatei＠city.daisen.lg.jp 

 

４ 参加資格要件 

 プロポーザルに参加できる者は、本要領及び関係法令等に従い、本業務を遂行でき

る十分な資力、信用、技術能力を有し、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

 

（１） 参加資格要件 

ア 参加表明時点で、令和３年度及び令和４年度大仙市入札参加（役務の提

供）有資格者名簿登録業者であること。 

イ 法人格を有する単体事業者であること。 

ウ 公告の日から特定通知の日までの期間に大仙市又は秋田県において指名停

止措置を受けていない者であること。 

エ 地方自治法（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当し

ないこと。 

オ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 2 

25 号）等の適用を申請した者にあっては、同法の規定に基づき更正又は再

生手続き、開始決定がなされていること。 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 

号）第 3 条または第 4 条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴

力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他使用人または入札代理人

として使用している者でないこと。 

キ 参加表明時点において、秋田県内に本社、支店、営業所のいずれかを有

し、緊急時において担当者が迅速な対応が可能なこと。 

ク 秋田県内において、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 2 条第 3 項第

2 号に規定する第二種社会福祉事業の実績が参加表明時点で２年以上あ

り、かつ参加表明時点において引き続き運営している法人等であること。 

 

５ 参加表明書等の提出等 

（１） 参加表明書の作成方法 

参加申込される事業者は、参加表明書（兼参加資格誓約書）（様式第１号）

に必要書類を添付のうえ、提出期限までに１部提出すること。 

また、提出書類等については、市のホームページからダウンロードするこ

と。 
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（２） 参加表明書に関する要件（必要とする提出書類） 

ア 参加表明書（兼参加資格誓約書）（様式第１号） 

イ 事業者の概要書（様式第２号） 

ウ 事業者の業務実績（様式第３号） 

（３） 参加表明についての質問及び回答 

ア 質問受付期間 

令和４年１１月２５日（金）から令和４年１１月３０日（水）午後５時

まで 

イ 受付方法 

持参・郵送もしくは電子メールとする（質問書（様式第４号）を送信し

た場合は、事務局に連絡すること）。ただし、市は電子メールの送受信に

起因するトラブルについては一切の責任を負わないものとする。 

ウ 回答方法 

令和４年１２月５日（月）までに市のホームページで質問と回答を公開

する。 

（４）参加表明書の提出期限、提出場所及び提出方法 

   ア 提出期間 

     令和４年１１月２５日（金）から令和４年１２月６日（火）午後５時まで 

   イ 提出場所 

     事務局 

   ウ 提出方法 

     持参又は郵送（期日まで到着するものに限る。郵送の場合は配達証明付郵

便等、発送者が到着時刻を確認できるものに限る。） 

 

６ 技術提案書の提出者の選定（１次選考） 

（１） 参加者を選定するための基準 

参加表明書等の書類に基づき、参加資格等について審査を行い、事業者の業

務実績等により、参加者を選定する。なお、参加資格要件を満たさない者は、

選定の対象としない。 

（２） 選定結果の通知 

選定された者に対しては、技術提案書の提出要請書を送付する。また、選定

されなかった者には理由を添えて通知する。 

（３） 非選定理由の説明について 

選定されなかった者は、大仙市プロポーザル方式等実施要綱の規定に従い非

選定の理由について説明を求めることができる。 
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７ 契約者の決定、業務開始までの日程 

公告 令和４年１１月２５日 

質問書の受付 令和４年１１月２５日～令和４年１１月３０日 

質問書の回答 令和４年１２月５日 

参加表明書の受付期間 令和４年１１月２５日～令和４年１２月６日 

参加申込結果の通知 令和４年１２月８日 

技術提案書の受付期間 令和４年１２月９日～令和４年１２月２６日 

プレゼンテーション 令和５年１月１０日 

技術提案書の特定・非特定通知 令和５年１月１１日 

受託候補者との協議・調整 令和５年１月中旬 ～ 

契約の締結（予定） １月下旬 

運営開始 令和５年４月１日 

※日程については変更となる場合がある。 

 

８ 技術提案書の提出等 

（１） 技術提案書の作成・提出 

参加者に選定され、技術提案を行う者（以下「提案者」という。）は、技術

提案書（様式第５号）の内容について、技術提案書を作成し、期限まで事務局

へ提出すること。 

（２） 技術提案書の提出期限、提出場所及び提出方法 

本プロポーザルの提案者は、別添「提出書類作成要領」に従い、技術提案書

（様式第５号）及び参考見積書（様式第６号）を提出すること。 

ア 提出期間   令和４年１２月２６日（月）午後５時まで 

イ 提出場所   事務局 

ウ 提出方法   持参または郵送とする。封書には「プロポーザル技術提案書 

在中」と朱書きすること。 

郵送の場合は、期限までに到着したものに限る（配達証明付

郵便等、発送者が到着時刻を確認できるものに限る）。 

ただし、市は郵送中の事故に伴う損害に関して一切の責任を

負わないものとする。 

エ 技術提案書  １事業者につき１提案とする。 

オ 提出部数等  別添「提出書類作成要領」のとおり 

 

（３） 留意事項 

ア 提案内容は、提案者が責任を持って必ず履行できる内容とすること。 

イ 市が追加資料の提出を求めた場合は速やかに提出すること。 
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（４）プロポーザルの途中辞退 

プロポーザルへの参加辞退をする場合は、辞退届（様式７号）を提出するこ

と。 

  

９ プレゼンテーション要領 

プレゼンテーションは、次の要領で提案者毎に実施する。 

（１）日程及び実施場所 

プレゼンテーション参加要請書により通知する。 

（２）出席者 

プレゼンテーションへの出席者は、技術提案書の内容を熟知している３名ま

でとする。 

（３）説明及び時間 

説明は、自由形式とする。紙媒体の資料を用いて説明する場合は、当該資料

を１０部提出すること。希望する提案者は、電子機器（パワーポイント等）を

用いて行うことができる。 

時間は、１提案者あたり「プレゼンテーション３０分以内」、「ヒアリング２

０分以内」として実施する。また、準備・撤収に係る時間は含まない。 

（４）事務局準備物品 

プロジェクター及びスクリーンについては、事務局で準備をする。パソコン

等その他プレゼンテーションに必要な物品は提案者が準備すること。 

（５）その他 

プレゼンテーションは新型コロナウイルス感染症の感染状況等により、リモ

ートで実施する場合がある。 

 

１０ 技術提案書の特定 

（１）技術提案書を特定するための評価基準 

プロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、技術提案

書及びヒアリング内容を評価する。なお、審査における評価項目と配点は以下

のとおりとする。 

ア 評価点が満点の６割以上であり、かつ最も高い者を受託候補者とする。た

だし、評価項目のうち委員が一つでも「０点」の評価をした提案者につい

ては受託候補者としない。 

イ 同一の得点が２者以上となった場合は、提案見積金額の低い方を上位とす

る。提案見積金額も同じ場合は、委員長の決するところとする。 

ウ 各委員の評価点について、評価項目ごとに平均値を算出（小数点第２位以

下を四捨五入）し各評価項目の平均値を合算した得点に、提案見積金額に

おける得点（小数点以下を四捨五入）を加えた総得点が提案者の評価点と

する。 



 

~ 7 ~ 
 

 

 評価項目 評価基準 配点 

１ 運営に対する考

え方について 

①放課後児童クラブを運営するにあたっての

基本方針について             

②児童の健全育成についての考え方・取組み

について 

２０点 

２ 放課後児童健全

育成事業運営業

務について 

①放課後児童健全育成事業運営業務の実績に

ついて 

②業務を受託する際の信頼性、確実性につい

て 

２５点 

３ 管理運営等につ

いて 

①職員体制について（配置数、支援員、補助

員等） 

②勤務体制について（通常期、長期休業日等

の配置及び勤務体制） 

③職員の人材確保及び育成について（人材の

育成方法、研修体制・研修内容、バックアッ

プ体制） 

④個人情報保護について 

⑤苦情解決及び苦情処理体制について 

７０点 

４ 事業内容につい

て 

①児童の発達に応じた事業内容や活動につい

て 

②支援を要する児童への対応について 

③小学校や市との連携、協力について 

④保護者や児童の意見を反映していく体制に

ついて 

⑤地域との連携について 

５５点 

５ 安全対策及び危

機管理体制につ

いて 

①児童の健康管理に関する取組みについて 

②事故の防止や安全対策について 

③防災対策及び災害時の対応と体制について 

④緊急時における対応と体制について 

⑤施設の衛生管理及び感染症対策について 

２５点 

６ 見積書 ①仕様内容、提案内容との整合性 

（最安提案額÷提案額）×（配点） 

※小数点以下切り捨て 

５点 

合計 ２００点 

※選定委員会の委員１名当たりの配点。 
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（２）特定結果の通知 

選定委員会の審査に基づき、受託候補者を特定する。受託候補者に対して

は、書面により通知を行う。また、特定されなかった者（次点の提案者を含

む）には、理由を添えて通知する。 

（３）非特定理由の説明 

特定されなかった者は、大仙市プロポーザル方式等実施要綱の規定に従い、

非特定理由について説明を求めることができる。 

（４）審査結果の公表 

審査結果については、受託候補者名及び評価点を市のホームページで公表す

る。 

（５）その他 

審査の過程及び各選定委員の採点結果は公表しない。 

 

１１ 契約の締結方法 

（１） 審査の結果、受託候補者と随意契約（地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項

第 2 号）する。ただし、受託候補者と協議が整わない場合は、次点以降の提案

者と順次交渉を行う。 

 

１２ 著作権及び提出図書等の取扱い 

（１）著作権 

提出された技術提案書の著作権は、それぞれ提案者に帰属するものとする。 

（２）提出図書等の取扱い 

市は本プロポーザルに関する公表及びその他市が必要と認めるときにおい

て、提案者と協議を行い、承諾を得た場合のみ技術提案書を無償で使用できる

ものとする。 

 

１３ 経費の負担 

提案者が本プロポーザルに要したすべての経費は、提案者の負担とする。 
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１４ 留意事項 

（１） 次のいずれかに該当したときは、失格となる場合がある。 

ア 提出書類の提出方法及び提出期限を遵守しない場合。 

イ 提出書類に虚偽の記載をした場合。 

ウ この要領に定める手続き以外の手法により、審査委員又は事務局等関係者

にプロポーザルに対する援助を直接、間接を問わず求めた場合。 

エ 技術提案書の提出時から契約締結までの期間に、市の入札参加資格停止措

置を受けた場合。 

オ 技術提案書の提出時から契約締結までの期間に、会社更生法の適用を受け

るなど、この業務の履行が困難と認められる状態に至った場合。 

カ その他、事務局または選定委員会が不適格と認める場合。 

 

（２） 参加表明者は、参加表明書の提出をもって、この実施要領や関連仕様書その

他の契約に関する事項すべてを承諾したものとみなす。 

事務局が受理した提出書類の差替え、修正、再提出は認めない。ただし、事

務局が必要とした場合は差替えを求める場合がある。 

 

１５ その他の事項 

（１） 市は、１２．（２）を除き、提出書類を無断で使用しないものとする。 

ただし、本件に係る情報公開請求があった場合には、大仙市情報公開条例

（平成 17 年 3 月 22 日条例第 18 号）に基づき提出書類を公開することがあ

る。 

（２） 市は、受託候補者の選定を行う作業に必要な範囲において、提出書類を複製

することがある。 

（３） 提出された書類は返却しない。 

（４） 提出書類等の作成において使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国

通貨、日本の標準時間及び計量法（平成 4 年法律第 51 号）に定める単位とす

る。 

（５） 提案者は、本プロポーザルで取得した情報等を、事務局の許可なく第三者へ

提供してはならない。 

（６） 参加表明者が１名であっても、技術提案書の評価を行い、受託候補者として

適当でないと認められる場合には、受託候補者として特定しない場合がある。 

（７） 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした者に対して、指名停止措置を

行うことがある。 

 

 

 

 


